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一般社団法人 日本森林学会  

2014（平成 26）年 定時総会 
 

 

 

 

日 時：2014 年 3 月 26 日（水）16:00～18:30 

場 所：東京大学弥生キャンパス農学部 3 号館 4F 教員会議室 
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第 1 号議案：2013 年度事業報告の承認 

第 2 号議案：2013 年度決算報告の承認 

第 3 号議案：定款の改正 

第 4 号議案：日本森林学会選挙規則の改正 

第 5 号議案：日本森林学会表彰規則の改正 

第 6 号議案：新役員の選任 

 

      報告事項 1：2013 年度監事監査報告 

報告事項 2：2014 年度事業計画の報告 

報告事項 3：2014 年度予算の報告 

報告事項 4：内規の改正と制定 

報告事項 5：新役員体制の報告 

報告事項 6：第 126 回日本森林学会大会の開催 
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地区 氏　名 所　属 地区 氏　名 所　属

北海道 北村 系子 森林総研北海道 中　部 板谷 明美 三重大

北海道 渋谷 正人 北海道大 中　部 木佐貫 博光 三重大

北海道 徳田 佐和子 道立総合研究機構 中　部 蔵治 光一郎 東京大

北海道 中村 太士 北海道大 中　部 竹中 千里 名古屋大

北海道 森本 淳子 北海道大 中　部 戸丸 信弘 名古屋大

東　北 小山 浩正 山形大 中　部 肘井 直樹 名古屋大

東　北 柴田 銃江 森林総研東北 中　部 横井 秀一 岐阜森林文化アカデミー

東　北 橋本 良二 岩手大 関　西 井鷺 裕司 京都大

東　北 松木 佐和子 岩手大 関　西 石田 厚 京都大

関　東 井出 雄二 東京大 関　西 奥 敬一 森林総研関西

関　東 井上 真 東京大 関　西 坂野上 なお 京都大

関　東 井上 真理子 森林総研多摩 関　西 壇浦 正子 京都大

関　東 大河内 勇 森林総研 関　西 鳥居 厚志 森林総研関西

関　東 太田 祐子 森林総研 関　西 平山 貴美子 京都府立大

関　東 鎌田 直人 東京大 関　西 山本 伸幸 森林総研関西

関　東 小島 克己 東京大 関　西 山本 福壽 鳥取大

関　東 駒木 貴彰 森林総研 九　州 伊藤 哲 宮崎大

関　東 篠原 健司 森林総研 九　州 榎木 勉 九州大

関　東 白石 則彦 東京大 九　州 藤掛 一郎 宮崎大

関　東 丹下 健 東京大 九　州 溝上 展也 九州大

関　東 土屋 俊幸 農工大 九　州 吉田 茂二郎 九州大

関　東 津村 義彦 森林総研

関　東 戸田 浩人 農工大

関　東 則定 真利子 東京大

関　東 正木 隆 森林総研 ※氏名は地区別に五十音順

関　東 吉丸 博志 森林総研多摩

(任期：2012年定時総会終結時～2014年定時総会終結時）

一般社団法人日本森林学会　代議員一覧
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＜定時総会次第＞ 

 

 

開会の辞 （小島克己 総務理事） 

1. 会長挨拶 （井出雄二 会長） 

2．議長選出  

 3．議事        総会資料掲載頁数 

（1）第 1 号議案： 2013 年度事業報告（案） （小島克己 総務理事） -------------------- 1 

（2）第 2 号議案： 2013 年度決算報告（案） （正木隆 会計理事） ---------------------- 5 

       収支計算書 ---------------------------------------------------------------- 5 

       賃借対照表 ---------------------------------------------------------------- 7 

       正味財産増減計算書 -------------------------------------------------------- 8 

       財務諸表に対する注記  ---------------------------------------------------- 10 

       財産目録 ----------------------------------------------------------------- 11 

（3）第 3 号議案： 定款の改正 （小島克己 総務理事） ----------------------------- 12 

（4）第 4 号議案： 日本森林学会選挙規則の改正 （小島克己 総務理事） ------------- 14 

（5）第 5 号議案： 日本森林学会表彰規則の改正 （小島克己 総務理事） ------------- 16 

（6）第 6 号議案： 新役員の選任 （小島克己 選挙管理委員会委員長） --------------- 18 

（7）報告事項 1： 2013 年度監事監査報告 （白石則彦 監事） ----------------------- 19 

（8）報告事項 2： 2014 年度事業計画報告 （小島克己 総務理事）  ------------------ 20 

（9）報告事項 3： 2014 年度予算報告 （正木隆 会計理事） ------------------------- 22 

（10）報告事項 4： 内規の改正と制定 （小島克己 総務理事） ---------------------- 23 

（11）報告事項 5： 新役員体制の報告 （小島克己 総務理事） 

（12）報告事項 6： 第 126 回日本森林学会大会の開催 

閉会の辞（小島克己 総務理事） 
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【第1号議案】 

 

一般社団法人日本森林学会 2013（平成25）年度事業報告（案） 

 

 

（1）「日本森林学会誌（日林誌）」の発行：2013 年 4 月（第 95 巻第 2 号），6 月（同 3 号），8 月（同 4 号），10 月（同 5

号），12 月（同 6 号）および 2014 年 2 月（第 96 巻第 1 号）の年 6 回発行し，科学技術振興機構の J-STAGE で公

開した。特集「森林環境教育の歩みと実践研究」を含めて，論文 28 編，短報 6 編，総説 4 編，その他 3 編を掲載し，

総計 283 ページになった。ページ数は昨年度に比べて 3％減であった。第 96 巻第 1 号から表紙写真を変更した。 

（2）「Journal of Forest Research (JFR)」の発行：2013 年 4 月（Vol. 18 No. 2），6 月（No. 3），8 月（No. 4），10 月（No. 

5），12 月（No.6）および 2014 年 2 月（Vol. 19 No. 1）の年 6 回発行した。Original Article 58 編，Review 2 編，Short 

Communication 8 編を掲載した。総ページ数は 620 ページと昨年度に比べて 23％増加したが，これは主に Vol. 19

の予定総ページ数のうち No. 1 の比率を増やしたことによるものであり，ページ数の純増は多くはない。電子版の

周知を図るため，メールマガジンを用いて会員に発行を知らせるとともに，日林誌と学会ウェブサイトで発表論文の

日本語書誌情報を掲載した。インパクトファクターは 2011 年の 0.767 から 2012 年の 0.838 に上昇した。5 年インパ

クトファクターは 2011 年の 0.989 から 2012 年の 1.077 へと若干上昇した。 

（3）「森林科学」の発行：2013 年 6 月（68 号），10 月（69 号）および 2014 年 2 月（70 号）の年 3 回発行した。特集「ヨ

ーロッパ林業の最前線 ～組織・制度に焦点をあてて～」「ササのユニークな生態とその管理・利用」「美しい日本

の桜を未来に伝える－系統保全の現状と新展開－」をはじめ，シリーズ「森めぐり」「現場の要請を受けての研究」

「うごく森」「森をはかる」等の話題を総計 133 ページ掲載した。また，国際生物多様性の日記念シンポジウム「森の

生きものと水とのつながり」（2013 年 5 月 22 日）、日本生物教育会大会（2013 年 8 月 6 日）にて宣伝ブースを設置

し，購読者層の拡大に努めた。 

（4）「日本森林学会メールマガジン」の発行：第 32 号（2013 年 3 月）～第 43 号（2014 年 2 月）を発行した。 

（5）ウェブサイトの更新：ウェブサイト更新を随時行い，最新情報を掲載した。大会や表彰をはじめとする各種の学

会情報を会員に発信するとともに，学会刊行物などの学会活動について随時発信・広報した。大会参加・発表申込

みおよび学術講演集のオンライン入稿を支援した。その他，研究集会・シンポジウムや公募等の関連情報を提供・

広報した。 

（6）第 124 回日本森林学会大会の開催：東北森林科学会の推薦に基づき，岩手県盛岡市（岩手大学）で開催した

（2013 年 3 月 25～28 日；大会運営委員長：澤口勇雄会員，岩手大学）。部門別口頭発表 169 件，ポスター発表

407 件，テーマ別シンポジウム 24 テーマ 265 件，懇親会参加者 255 名だった。公開シンポジウム「東日本大震災

後の森林・林業の復興に向けて」を開催した。大会の開催に伴い，「第 124 回日本森林学会学術講演集」を発行し

た。 

（7）第 125 回日本森林学会大会の開催準備：埼玉県さいたま市（大宮ソニックシティ）での開催を準備した（2014 年

3 月 26～30 日；大会運営委員長：酒井秀夫会員，東京大学）。2013 年 4 月 18 日に大会運営委員会引継会議を実

施した。部門別口頭発表 185 件，ポスター発表 473 件，テーマ別シンポジウム 19 テーマ 187 件，高校生ポスター

発表 30 題を予定している。 

（8）第 126 回日本森林学会大会の開催準備：第 126 回大会の開催にあたって，北方森林学会の推薦に基づき，大

会開催機関を北海道大学とし，大会運営委員長（丸谷知己会員，北海道大学）を委嘱し，大会運営委員会を設置し

た。同大会は 2015 年 3 月 26～29 日に札幌市（北海道大学）において開催される予定である。 

（9）第 127 回日本森林学会大会の開催準備：第 127 回大会は関東森林学会の推薦に基づき，大会開催機関を日

本大学とし，藤沢市（日本大学）で開催することを決定した。 

（10）日本森林学会各賞の選考および日本農学賞等への学会推薦：日本森林学会賞は，呉炳雲会員（東京大学）
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の「Structural and functional interactions between extraradical mycelia of ectomycorrhizal Pisolithus isolates」，正木隆

会員（森林総合研究所）の「広葉樹の天然更新完了基準に関する一考察 －苗場山ブナ天然更新試験地のデータ

から－」に，日本森林学会奨励賞は，鵜川信会員（鹿児島大学）の「Vertical patterns of fine root biomass, 

morphology and nitrogen concentration in a subalpine fir-wave forest」，直江将司会員（森林総合研究所）の「Seasonal 

difference in the effects of fragmentation on seed dispersal by birds in Japanese temperate forests」，森口喜成会員（新

潟大学）の「The construction of a high-density linkage map for identifying SNP markers that are tightly linked to a 

nuclear-recessive major gene for male sterility in Cryptomeria japonica D. Don.」に，日本森林学会学生奨励賞は，境

優会員（東京農工大学）の「Indirect effects of excessive deer browsing through understory vegetation on stream insect 

assemblages」，高木悦郎会員（筑波大学）の「A seed parasitoid wasp prevents berries from changing their colour, 

reducing their attractiveness to frugivorous birds」，牧田直樹会員（森林総合研究所）の「Patterns of root respiration 

rates and morphological traits in 13 tree species in a tropical forest」に，日本森林学会功績賞は，佐藤孝夫会員（北海

道立総合研究機構）の「『北海道樹木図鑑』などの刊行および樹木の増殖・植栽技術に関する研究・普及指導への

功績」に授与することを決定した。また，Journal of Forest Research 論文賞は，JFR 論文賞選考委員会が選考し，理

事会で審議した結果，同誌 18 巻 1 号に掲載の「Kensuke Onodera, Sawako Tokuda, Tomoyuki Abe, Akiko 

Nagasaka: Occurrence probabilities of tree cavities classified by entrance width and internal dimensions in hardwood 

forests in Hokkaido, Japan」に，日本森林学会誌論文賞は，日林誌論文賞選考委員会が選考し，理事会で審議した

結果，同誌 95 巻 3 号に掲載の木村恵・中村千賀・林部直樹・小山泰弘・津村義彦「戸隠神社奥社社叢林に生育す

るスギの遺伝的多様性と遺伝的特性」」に，第 124 回日本森林学会大会学生ポスター賞は，ポスター賞選考委員

会で選考し，理事会で審議した結果，16 名の学生会員に授与することを決定した。また，日本農学進歩賞について

会員からの推薦を受け付け，理事会で本学会推薦業績を決定した。推薦した小池伸介会員が第 12 回日本農学進

歩賞を受賞した。 

（11）学会活動の活性化：ウェブサイトやメールマガジン等による広報活動，および連携学会・他学会・外部機関と

の連携強化を通じて，学会活動の活性化に努めた。また，理事会において，中等教育等との連携推進，社会連携

推進，学術大会の運営改善，表彰事業のありかた等について議論し，関連する定款・規則・内規の改正について

検討した。 

（12）社会への広報活動：ウェブサイトのトップページ，英文ページを改定し，ウェブサイトによる学会活動の国際発

信力の強化に努めた。 

（13）男女共同参画の取り組み：第 124 回日本森林学会大会において，日本木材学会との共同開催の男女共同関

連企画として，ランチョン・ミーティング「研究者家族のさまざまなカタチ」を開催した。男女共同参画学協会連絡会

の活動（運営委員会，第 11 回男女共同参画学協会連絡会シンポジウム，第 3 回大規模アンケート解析 WG）に参

加した。IUFRO 小規模林業部会およびジェンダー部会のジョイント国際研究集会において，森林学会における男

女共同参画の実態に関するポスター報告を行った（2013 年 9 月，九州大学）。また，同内容を和訳したものを第 11

回男女共同参画学協会連絡会シンポジウムにおいてポスター発表した（2013 年 10 月，東洋大学）。 

（14）JABEE（日本技術者教育認定機構）への協力：JAFEE（森林・自然環境技術者教育会）通常総会への出席，

JABEE の各種委員会および JAFEE の運営委員会・分野審査委員会に委員を出し，活動・運営に協力した。また，

JAFEE における CPD（技術者継続教育）の教材として森林科学を提供した。森林・林業技術者教育を行っている大

学の学科・コースの動向について情報を整理し，JABEE 等の検討材料とした。林業再生のための人材育成体系の

検討に参画した。 

（15）他学会との連携：各連携学会（北方森林学会，東北森林科学会，関東森林学会，中部森林学会，応用森林学

会，九州森林学会）大会を共催し，会長，副会長が各連携学会大会に，連携学会長が第 446 回理事会に出席する

など，連携学会との交流に努めた。「日本森林学会と日本木材学会との交流に関する覚書」に基づき，日本木材学

会との交流体制を継続するとともに，第 124 回日本森林学会大会（岩手大学：2013 年 3 月）では，同時期・同場

所にて行われた日本木材学会大会と，大会参加費の一本化，男女共同参画企画の共同開催，合同シンポジウム
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「これからの木材利用と森林施業―木質資源のカスケード利用を目指して―」の実施等による連携を行った。また，

日本木材学会・土木学会とともに「木材の利用拡大に関する横断的研究会」を運営し，提言「土木分野における木

材利用の拡大へ向けて」を発出した。また，運営委員・評議員の派遣等を通じて日本農学会の運営に協力した。 

（16）学術シンポジウム等の開催・広報：第 126 回日本森林学会大会（北海道大学）に向けて，大会運営委員会に

てテーマの検討を行い，国土緑化推進機構「緑と水の森林ファンド」への応募準備を進めた。また，以下に示す 5

件の学術シンポジウム等の共催，後援，協賛，広報，その他 17 件の学術シンポジウム等の広報を通して，国内に

おける学術活動に協力した。  

1．土木学会，土木における木材の利用拡大に関する横断的研究会「第 4 回木材利用シンポジウム」（2013 年 3

月）の共催・広報 

2．土木学会，土木における木材の利用拡大に関する横断的研究会「第 12 回木材利用研究発表会」（2013 年 8

月）の後援 

3．（社）日本流体力学学会「日本流体力学学会 年会 2013」（2013 年 9 月）の協賛・広報 

4．森林総合研究所 REDD 研究開発センター第 2 回公開セミナー「REDD プラスと持続可能な森林経営」（2014 年

2 月）の後援・広報 

5．岩手県大槌町主催シンポジウム「大槌からはじめる三陸再生と森林資源の活用」（2014 年 2 月）の後援・広報 

（17）国際学術交流の推進：7 件の国際学術研究活動・集会の広報を行い，国際学術交流に貢献した。IUSS（国際

土壌学連合）の次期役員選挙に協力した。 

（18）日本学術会議等への協力・連携：日本学術会議会員の候補者に関する情報提供，日本学術会議主催のシン

ポジウム開催に関する会員への情報提供など，日本学術会議の活動に協力した。 

（19）各種補助金の申請：JFR 刊行の補助のため申請していた 2013 年度科学研究費補助金研究成果公開促進費

の「国際情報発信強化（B）」は不採択だった。2014 年度科学研究費補助金の同種目に応募した。シンポジウム「九

州における次世代の森づくり」（2013 年 11 月）の助成のため申請していた 2013 年度科学研究費補助金研究成

果公開促進費「研究成果公開発表（B）」は不採択だった。同種目に 2014 年度に開催される東北森林科学会企画

のシンポジウムへの助成を申請した。2014 年 3 月に第 125 回大会で開催する予定の国際シンポジウム「森林と

人類の未来」の資金助成については，2013 年度国土緑化推進機構「緑と水の森林ファンド」に申請し採択された。 

（20）他機関等の賞，奨励金，助成金，公募等の広報および候補の推薦：第 4 回（平成 25 年度）日本学術振興会育

志賞に 1 名を学会推薦した。11 件の教員公募，2 件の研究助成の公募，16 件の賞の公募，その他 16 件の公募を

ウェブサイトおよびメールマガジンで広報した。 

（21）学会運営の改善：各種委員会においてメーリングリストを活用したほか，メール理事会を計 3 回開催し，会議

にかかるコストを節約するとともに，議論の内容の充実を図った。また，会費の督促等において会員との連絡に郵

送に替えてメールを利用し，通信費を削減した。学会本部に，理事を委員長とするプログラム編成委員会を設置し，

ウェブ上での演題登録システムの作成，大会プログラムの編成，学術講演集の作成の業務を，大会運営委員会と

の連携，協力の下に担当した。また，プログラム編成委員会の下に部門委員会を設置し，大会プログラムの部門

別の取りまとめ作業を担当した。 

（22） 100 周年記念事業：2014 年 3 月に開催予定の第 125 回日本森林学会大会（100 周年記念大会）において，

以下の内容にて記念事業を行うための準備を行った。1）2014 年 3 月 27 日に一般社団法人日本森林学会・公益社

団法人国土緑化推進機構主催 日本森林学会 100 周年事業・国際森林デー記念 国際公開シンポジウム「森林と

人類の未来」を行う。2）同 28 日に記念式典を第 125 回大会会場で行い，農林水産大臣、埼玉県知事等の来賓挨

拶，表彰を行う。3）同 28 日に、男女共同参画関連企画 100 周年記念特別セッションを行う。4）『教養としての森林

学』を記念出版する。5）記念式典において林業遺産の認定証の交付を行う。このため林業遺産制度を創設し，初

年度の候補の公募を行った。6）記念品としてオリジナル絵はがき等を作成する。7）第 125 回大会会場で 100 周年

記念展示を行う。8）特設のウェブサイトを設け，広報，申し込み受付，バナー広告などを実施する。9）協賛企業，賛

同企業を募る。 
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（23）中等教育との連携：第 125 回日本森林学会大会において，高校生のポスター発表を実施するための募集なら

びに準備を行った。その結果，全国から 23 校（30 件）の申し込みを得た。また，日本生物教育会大会において，森

林学会ブースを設置し，学会活動の広報を行った。 

（24）代議員及び理事・監事候補選挙：2014 年 4 月から 2016 年 3 月を任期とする代議員及び理事・監事候補選挙

を行った。 

（25）一般社団法人としての対応：理事の交代に伴い，理事を修正登記した。 

（26）会員の動向（2014 年 3 月 1 日現在）： 

 

    2014/3/1     2013/3/1

種  別 内訳 会員数 

前年 3 月１

日からの増

減 

  会員数 

正会員   2341 122 2219

 国内正会員 1793 ▲14 1807

 a)日林誌のみ 1225 7 1218

 b)+JFR 91 ▲7 98

 c)+森林科学 216 ▲17 233

 d)+両誌 261 3 258

 国内学生会員 525 139 386

 a)日林誌のみ 481 150 331

 b)+JFR 6 ▲5 11

 c)+森林科学 17 ▲2 19

 d)+両誌 21 ▲4 25

 海外在住正会員注１） 15 ▲5 20

 a)日林誌のみ 14 ▲2 16

 b)+JFR 0   

 c)+森林科学 ▲1 1

 d)+両誌 1 ▲2 3

  海外在住学生会員注１） 8 2 6

  a)日林誌のみ 3 2 1

  b)+JFR 5 0 5

  d)+両誌 0 0

機関会員   127 ▲5 132

 国内機関 122 ▲5 127

  海外機関 5 0 5

賛助会員   42 2 40

合  計   2510 119 2391

 「森林科学」定期購読者 248 ▲1 249
注１）在外邦人を含む 

【第2号議案】 

2013（平成25）年度 決算報告（案） 
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【第3号議案】 

定款の改正 

 

定款の一部変更（案） 

＜定款変更の理由＞ 

林業遺産選定委員会およびプログラム編成委員会、社会連携委員会を常置委員会として設置す

るため。また、常任理事ではない理事を主事が補佐することを可能とするため。 

 

＜定款変更案＞ 

【１】定款第４０条（主事）第２項を次のとおり変更する 

   ２ 主事は、常任理事を補佐し、その任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終

のものに関する定時総会の終結のときまでとする。 

【２】定款第６１条（委員会の設置）第１項第７号を次のとおり追加する 

   （7） 林業遺産選定委員会 

【３】定款第６１条（委員会の設置）第１項第 8 号を次のとおり追加する 

   （8） プログラム編成委員会 

【４】定款第６１条（委員会の設置）第１項第 9 号を次のとおり追加する 

   （9） 社会連携委員会 
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「新旧対比表」 

新 旧 

第５章 役員 

（主事） 

第４０条  （現行どおり） 

２ 主事は、常任理事を補佐し、その任期は、選

任後２年以内に終了する事業年度のうち、

最終のものに関する定時総会の終結のとき

までとする。 

３ （現行どおり） 

第５章 役員 

（主事） 

第４０条 （条文省略） 

２ 主事は、常任理事を補佐し、その任期は、選

任後２年以内に終了する事業年度のうち、

最終のものに関する定時総会の終結のとき

までとする。 

３ （条文省略） 

第１０章 委員会 

（委員会の設置） 

第６１条  理事会は、第４条に定めるこの学会の

事業を推進するため、以下の委員会を常置

するほか、必要な場合には臨時委員会を設

けることができる。 

（１） 学術大会運営委員会 

（２） 日本森林学会誌（略称、日林誌）編集委員

会 

（３） Journal of Forest Research（略称、JFR）編

集委員会 

（４） 森林科学編集委員会 

（５） 企画広報委員会 

（６） 表彰委員会 

（７） 林業遺産選定委員会 

（８） プログラム編成委員会 

（９） 社会連携委員会 

２ （現行通り） 

第１０章 委員会 

（委員会の設置） 

第６１条  理事会は、第４条に定めるこの学会の

事業を推進するため、以下の委員会を常置

するほか、必要な場合には臨時委員会を設

けることができる。 

（１） 学術大会運営委員会 

（２） 日本森林学会誌（略称、日林誌）編集委員

会 

（３） Journal of Forest Research（略称、JFR）編

集委員会 

（４） 森林科学編集委員会 

（５） 企画広報委員会 

（６） 表彰委員会 

２ （条文省略） 

 

補足：本議案は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 
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【第4号議案】 

日本森林学会選挙規則の改正 

 

日本森林学会選挙規則の一部変更（案） 

＜選挙規則変更の理由＞ 

経費および主事、事務局の労力を軽減するため、現在「郵送により投票する」と規定されている代

議員選挙の投票方法を、電子投票でも可能となるようにするため。 

 

＜選挙規則変更案＞ 

【１】選挙規則第６条（選出時期及び告示）第２項を次のとおり変更する 

   ２ 委員会は、代議員選挙の告示を選出時期の１ヶ月前までに郵送または電磁的方法によって

行う。 

【２】選挙規則第８条（有権者名簿）第１項を次のとおり変更する 

   委員会は、それぞれの地区ごとに「有権者名簿」を作成し、選挙の告示に合わせて有権者に送

付通知する。 

【３】選挙規則第９条（投票）第１項を次のとおり変更する 

   代議員選挙の投票は、各自の所属する地区内の有権者の中から３名以内連記とし、郵送または

電磁的方法により投票することができる。 

【４】選挙規則第１０条（投票の無効）第１項第１号を次のとおり変更する 

（１）投票用紙が学会所定のものでない場合はが不正に行われた場合、その投票の全部 

【５】選挙規則第１０条（投票の無効）第１項第２号を次のとおり変更する 

（２）所定の期日までに到着し投票が行われなかった場合は、その投票の全部 

 

【６】選挙規則第１４条（選考方法）第３項を次のとおり変更する 

３ 投票については郵送または電磁的方法によるものとし、理事候補については１０名以内連

記、監事候補については単記により、それぞれ投票することとする。 

 

【７】選挙規則第１５条（当選の決定）第４項を次のとおり変更する 

４ 委員会は、選挙の結果を補欠を含む当選者に郵送または電磁的方法により伝える。 

 

 

「新旧対比表」 

新 旧 

第２章 代議員の選挙 

（選出時期及び告示） 

第６条  （現行どおり） 

２ 委員会は、代議員選挙の告示を選出時期の

１ヶ月前までに郵送または電磁的方法によっ

て行う。 

第２章 代議員の選挙 

（選出時期及び告示） 

第６条 （条文省略） 

２ 委員会は、代議員選挙の告示を選出時期の１

ヶ月前までに郵送によって行う。 
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（有権者名簿） 

第８条 委員会は、それぞれの地区ごとに「有権

者名簿」を作成し、選挙の告示に合わせて有

権者に送付通知する 

 

（有権者名簿） 

第８条 委員会は、それぞれの地区ごとに「有権

者名簿」を作成し、選挙の告示に合わせて有

権者に送付する。 

 

（投票） 

第９条  代議員選挙の投票は、各自の所属する

地区内の有権者の中から３名以内連記とし、郵

送または電磁的方法により投票することができ

る。 

（投票） 

第９条  代議員選挙の投票は、各自の所属する

地区内の有権者の中から３名以内連記とし、

郵送により投票することができる。 

（投票の無効） 
第１０条 次の投票については、その一部また

は全部を無効とする。 
（１）投票用紙が学会所定のものでない場合はが

不正に行われた場合、その投票の全部 
（２）所定の期日までに到着し投票が行われなか

った場合は、その投票の全部 
（３）～（５）（現行どおり） 

（投票の無効） 
第１０条 次の投票については、その一部また

は全部を無効とする。 
（１）投票用紙が学会所定のものでない場合は、

その投票の全部 
（２）所定の期日までに到着しなかった場合は、

その投票の全部 
（３）～（５）（条文省略） 

第３章 役員候補の選考 

（選考方法） 
第１４条  
１～２（現行どおり） 
３ 投票については郵送または電磁的方法によ

るものとし、理事候補については１０名以内連

記、監事候補については単記により、それぞれ

投票することとする。 
４ （現行どおり） 

第３章 役員候補の選考 

（選考方法） 
第１４条  
１～２（条文省略） 
３ 投票については郵送によるものとし、理事候

補については１０名以内連記、監事候補につ

いては単記により、それぞれ投票することとす

る。 
４ （条文省略） 
 

（当選の決定） 
第１５条 
１～３（現行どおり） 
４ 委員会は、選挙の結果を補欠を含む当選者

に郵送または電磁的方法により伝える。。 

（当選の決定） 
第１５条 
１～３（条文省略） 
４ 委員会は、選挙の結果を補欠を含む当選者

に郵送により伝える。 
附 則 
１．この規則は、平成２３年６月１５日から施行す

る。 

２．この規則は、平成２６年３月２６日から施行す

る。 

 

附 則 
１．この規則は、平成２３年６月１５日から施行す

る。 
 

 

補足：本議案は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 
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【第5号議案】 

日本森林学会表彰規則の改正 

 

日本森林学会表彰規則の一部変更（案） 

＜表彰規則変更の理由＞ 

学生ポスター賞の決定を理事会がポスター賞選考委員会に委任することを明確化するため、

また現在「選考の当年を含まない過去 5 か年以内に発表された論文または著書のうち一つ」

とされている日本森林学会賞の表彰対象を、一連の研究業績も対象となるように変更するた

め、定時総会と別日程で授賞式と受賞者講演が行われている現状に合わせ、定時総会で行う

とされている表彰を学術大会期間中に行うとするため、さらに定款の条項の引用の誤り（第

11 条）を修正するため。 

 

＜表彰規則変更案＞ 

【１】表彰規則第３条（日本森林学会賞）第２項を次のとおり変更する 

   ２ 前項の授賞の対象となる業績は、選考の当年を含まない過去 5 か年以内に発表された一つ

又は一連の論文または著書等のうち一つとする。 

【２】表彰規則第１１条（表彰委員会）第１項を次のとおり変更する 

   定款第６１条第５６号で定める表彰委員会の委員長は、表彰担当理事とし、委員は全ての代議

員とする。 

【３】表彰規則第１３条（決定）第１項を次のとおり変更する 

  理事会は、表彰委員長からの報告に基づき、日本森林学会賞、日本森林学会奨励賞、日本森林

学会学生奨励賞、JFR 論文賞及び、日林誌論文賞及び学生ポスター賞を決定する。また理事会

は、日本森林学会功績賞並びに日本農学賞の本学会推薦業績の決定を行う。 

【４】表彰規則第１３条（決定）第 2 項を次のとおり追加する 

  ２ 理事会は、学生ポスター賞の決定を学生ポスター賞選考委員会に委任する。表彰委員長は

その決定を理事会に報告する。 

【5】表彰規則第１４条（表彰）第１項を次のとおり変更する 

表彰は、学生ポスター賞を除き、毎年、原則として定時総会で学術大会開催期間中に行う。 
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「新旧対比表」 

新 旧 

（日本森林学会賞） 

第３条  （現行どおり） 

２  前項の授賞の対象となる業績は、選考の当

年を含まない過去 5 か年以内に発表された

一つ又は一連の論文または著書等とする 

（日本森林学会賞） 

 

第３条 （条文省略） 

２ 前項の授賞の対象となる業績は、選考の当

年を含まない過去 5 か年以内に発表された論

文または著書等のうち一つとする。 
（表彰委員会） 

第１１条  定款第６１条第６号で定める表彰委員

会の委員長は、表彰担当理事とし、委員は

全ての代議員とする。 

（表彰委員会） 

第１１条  定款第６１条第 5 号で定める表彰委員

会の委員長は、表彰担当理事とし、委員は全

ての代議員とする。 

（決定） 

第１３条   理事会は、表彰委員長からの報告に

基づき、日本森林学会賞、日本森林学会奨

励賞、日本森林学会学生奨励賞、JFR 論文

賞及び、日林誌論文賞及び学生ポスター賞

を決定する。また理事会は、日本森林学会功

績賞並びに日本農学賞の本学会推薦業績の

決定を行う。 

２ 理事会は、学生ポスター賞の決定を学生ポス

ター賞選考委員会に委任する。表彰委員長

はその決定を理事会に報告する。 

 

（決定） 

第１３条  理事会は、表彰委員長からの報告に

基づき、日本森林学会賞、日本森林学会奨

励賞、日本森林学会学生奨励賞、JFR 論文

賞、日林誌論文賞及び学生ポスター賞を決

定する。また理事会は、日本森林学会功績

賞並びに日本農学賞の本学会推薦業績の

決定を行う。 

（表彰） 

第１４条 表彰は、学生ポスター賞を除き、毎年、

原則として定時総会で学術大会開催期間中に

行う。 

（表彰） 

第１４条 表彰は、学生ポスター賞を除き、毎年、

原則として定時総会で行う。 

附 則 

１．この規則は，平成２３年６月１５日から施行する。 

２．この規則は，平成２６年３月２６日から施行する。 

 

附 則 

１．この規則は，平成２３年６月１５日から施行する。 

 

 

補足：本議案は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 
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【第6号議案】 

新役員の選任 

定款第 32 条 2 項に基づき、以下の候補者ごとの信任投票を行う。 

（任期：平成 26 年定時総会終結時～平成 28 年定時総会終結時） 

 

 

理事候補： 

伊藤哲 大河内勇 太田祐子 黒田慶子 佐藤宣子 

柴田銃江 竹中千里 田中浩 中村太士 正木隆 

阿部恭久 石田清 石塚和裕 小島克己 戸田浩人 

福田健二 船田良 松本光朗 丸谷知己 

 

理事補欠候補： 

井出雄二 

 

監事候補： 

井出雄二  高橋正通 

 

監事補欠候補： 

白石則彦 

 

 

 

補足：本議案は、2014 年 3 月 26 日、第 448 回理事会にて承認された。 
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【報告事項1：2013年度監事監査報告】 
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【報告事項2：2014年度事業計画報告】 

 

一般社団法人日本森林学会 2014（平成26）年度事業計画 

 

 

（1）「日本森林学会誌」の発行：2014 年 4 月，6 月，8 月，10 月，12 月および 2015 年 2 月の年 6 回発行するととも

に，科学技術振興機構の J-STAGE で公開する。また，第 97 巻の表紙写真を公募・選定する。 

（2）「Journal of Forest Research」の発行：2014 年 4 月，6 月，8 月，10 月，12 月および 2015 年 2 月の 6 回発

行する。 

（3）「森林科学」の発行：2014 年 6 月，10 月および 2015 年 2 月の年 3 回発行する。 

（4）「日本森林学会メールマガジン」の発行：第 44 号（2014 年 3 月）～第 55 号（2015 年 2 月）を発行する。 

（5）ウェブサイトの更新：出版物・表彰等の情報を随時掲載する。   

（6）第 125 回日本森林学会大会の開催：2014 年 3 月 26～30 日に埼玉県さいたま市（大宮ソニックシティ）において

第 125 回日本森林学会大会を開催し，「第 125 回日本森林学会学術講演集」を発行する。 

（7）第 126 回日本森林学会大会の開催準備：第 126 回日本森林学会大会（2015 年 3 月 26～29 日：北海道大学）

の開催を準備する。また，ウェブ登録システムによる大会参加・発表申込み等の受付をウェブサイト上で行う。 

（8）第 127 回日本森林学会大会の開催準備：日本大学に所属する会員の中から大会運営委員長を委嘱し，大会

運営委員会を設置する。 

（9）第 128 回日本森林学会大会の開催準備：九州森林学会に共催および大会担当機関の推薦を依頼する。 

（10）日本森林学会各賞の選考および日本農学賞等への推薦：日本森林学会賞，日本森林学会奨励賞，日本森林

学会学生奨励賞，日本森林学会功績賞，Journal of Forest Research 論文賞，日本森林学会誌論文賞，第 125

回日本森林学会大会学生ポスター賞の選考，および日本農学賞，日本農学進歩賞等への推薦を行う。 

（11）学会活動の活性化：会員拡大，ウェブサイトやメールマガジン等による広報活動，および連携学会・他学会・外

部機関との連携強化を通じて，学会活動の活性化に努める。 

（12）社会への広報活動：第 125 回日本森林学会大会における 100 周年記念国際シンポジウムの記録をウェブサ

イト等で公開する。 

（13）男女共同参画の取り組み：男女共同参画学協会連絡会の活動に参加して情報収集するとともに，学会のウェ

ブサイトやメールマガジン等を通して情報提供に努める。第 126 回日本森林学会大会における男女共同参画関連

の企画を行う。 

（14）JABEE（日本技術者教育認定機構）への協力：JAFEE（森林・自然環境技術者教育会）の基幹的な学会として，

JABEE や JAFEE の活動・運営に協力するとともに，関連学協会との連携を図ることにより，森林分野の技術者教育

の向上を進める。CPD（技術者継続教育）事業の推進に協力する。引き続き森林・林業技術者教育の動向について

発信するとともに JABEE の普及に努める。 

（15）他学会との連携：各連携学会（北方森林学会，東北森林科学会，関東森林学会，中部森林学会，応用森林学

会，九州森林学会）大会を共催し，役員の派遣を通じた交流を行う。「日本森林学会と日本木材学会との交流に関

する覚書」に基づき，日本木材学会と交流する。また，日本木材学会・土木学会とともに「木材の利用拡大に関する

横断的研究会」を運営する。日本農学会の運営に協力する。 

（16）学術シンポジウム等の開催・広報：他学会・外部機関との交流を含め活動する。第 126 回日本森林学会大会

での公開シンポジウムの準備を進める。 

（17） 国際学術交流の推進：東アジアをはじめとする諸外国との国際的学術交流を進める。 

（18）日本学術会議等への協力・連携：日本学術会議および森林・木材・環境アカデミーの活動に協力する。 

（19） 各種補助金の申請：科学研究費補助金研究成果公開促進費の「国際情報発信強化（B）」および「研究成果公

開発表（B）」に応募申請する。 
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（20）他機関等からの賞，奨励金等の候補の推薦：ウェブサイト等により公募し，候補者を推薦する。 

（21）学会運営の改善：財政の健全化への取組を継続し，電子メールを活用し，会議費や通信費を節約する。また，

林業遺産選定委員会およびプログラム編成委員会，社会連携委員会の設置による新たな関連業務の分担を開始

する。 

（22）100 周年記念事業：以下の 100 周年記念事業を実施する。1）2014 年 3 月 27 日に一般社団法人日本森林学

会・公益社団法人国土緑化推進機構主催 日本森林学会 100 周年事業・国際森林デー記念 国際公開シンポジウ

ム「森林と人類の未来」を行う。2）同 28 日に記念式典を第 125 回大会会場で行い，農林水産大臣，埼玉県知事等

の来賓挨拶，表彰を行う。3）同 28 日に、男女共同参画関連企画 100 周年記念特別セッションを行う。4）『教養とし

ての森林学』を記念出版する。5）記念式典において林業遺産の認定証の交付を行う。6）記念品としてオリジナル

絵はがき等を作成する。7）125 回大会会場で 100 周年記念展示を行う。8）特設のウェブサイトを設け，広報，申込

み受付，バナー広告などを実施する。9）協賛企業，賛同企業を募る。 

（23）林業遺産の選定：2014 年度の林業遺産候補の推薦公募を行い，審議・選定活動を行う。 

（24）中等教育との連携：第 125 回日本森林学会大会において高校生のポスター発表を実施し，良かった点や課題

等を整理する。第 126 回大会における高校生ポスター発表の実現に向けて活動する。行動計画に基づき、他の連

携の可能性を議論し、計画する。 

（25）名簿の発行：2014 年度版名簿を発行する。 

（26）一般社団法人としての対応：理事の交代に伴い，理事を修正登記する。 
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【報告事項3：2014年度予算報告】 
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【報告事項4：内規の改正と制定】 

 

日本森林学会理事会内規の改正について 

＜改正内容＞ 

常任理事ではない理事を主事が補佐することを可能とするための定款の改正にともない、理事会

内規を改正した。また、第 14 条の見出し「（木材学会連携担当理事）」の追加を行った。 

 

 

「新旧対比表」 

新 旧 
（木材学会連携担当理事） 

第１４条 （現行どおり） 

 

第１４条 （条文省略） 

 

 

（主事の配置） 

第１８条 定款第４０条に定める主事は、原則として第２

条から第１１条の常任理事に配置することができる。 

２～３ （現行どおり） 

 

（主事の配置） 

第１８条 定款第４０条に定める主事は、第２条から第１１

条の常任理事に配置することができる。 

２～３ （条文省略） 

 

附 則 

１．この内規は、平成２３年６月１５日から施行する。 

１．この内規は、平成２６年３月２６日から施行する。 

附 則 

１．この内規は、平成２３年６月１５日から施行する。 

 

 

 

補足：本変更は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 
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【報告事項4：内規の改正と制定】 

 

日本森林学会表彰規則運用内規の改正について 

＜改正内容＞ 

日本森林学会表彰規則に合わせ、「学生ポスター賞」に表記を統一した。また、候補業績の推薦にあたっての提

出文書を明確化した。 

 

「新旧対比表」 

新 旧 
（略称） 

2．日本森林学会賞、日本森林学会奨励賞、日本森林

学会功績賞、日本森林学会学生奨励賞、Journal of 

Forest Research 論文賞、日本森林学会誌論文賞及

び日本森林学会学生ポスター賞をそれぞれ、学会

賞、奨励賞、功績賞、学生奨励賞、JFR 論文賞、日林

誌論文賞及び学生ポスター賞と略称することができ

る。 

 

（略称） 
2．日本森林学会賞、日本森林学会奨励賞、日本森林

学会功績賞、日本森林学会学生奨励賞、Journal of 
Forest Research 論文賞、日本森林学会誌論文賞及び

日本森林学会ポスター賞をそれぞれ、学会賞、奨励

賞、功績賞、学生奨励賞、JFR 論文賞、日林誌論文

賞及びポスター賞と略称することができる。 
 

（授与件数） 
3．各賞の毎年の授与件数は次の通りとする。 
1）～6) （現行どおり） 
7) 学生ポスター賞の授与件数は、内規で別に定める。

（授与件数） 
3．各賞の毎年の授与件数は次の通りとする。 
1）～6) （条文省略） 
7) ポスター賞の授与件数は、内規で別に定める。 

 

（選考手続き） 

4．日本森林学会賞、日本森林学会奨励賞、日本森林

学会功績賞、日本森林学会学生奨励賞及び日本農

学賞候補業績の選考は次のとおり行う。 

1）各賞の推薦にあたっては、次の事項を記した文書を

提出させるものとする。 

（1）候補者の候補業績概要（Ａ4 判 1 枚表裏） 

a.表彰区分（日本森林学会賞、日本森林学会奨励賞、

日本森林学会功績賞、日本森林学会学生奨励賞、ま

たは日本農学賞候補） 

b.候補業績の著者の氏名、生年月日、所属、連絡先 

c.候補業績の題名名称（日本森林学会奨励賞、日本森

林学会学生奨励賞についてはｄの題名と同一） 

d.候補業績の発表年月日及び発表媒体（雑誌名等）、

著者名、題名（功績賞については不要） 

e.候補業績の概要（2,000 字以内、共著の場合は共著者

名及び分担内容等の記載） 

（2）～（3）（現行どおり） 
（４）候補業績が著書の場合、著書内容を抜粋又は要約

した書類（Ａ4 版 10 頁以内） 

（５）日本森林学会学生奨励賞においては、候補業績投

稿時に学生であることを証明する書類 
 

（選考手続き） 
4．日本森林学会賞、日本森林学会奨励賞、日本森林

学会功績賞、日本森林学会学生奨励賞及び日本農

学賞候補業績の選考は次のとおり行う。 
1）各賞の推薦にあたっては、次の事項を記した文書を

提出させるものとする。 
（1）候補者の候補業績概要（Ａ4 判 1 枚表裏） 
a.表彰区分（日本森林学会賞、日本森林学会奨励賞、

日本森林学会功績賞、日本森林学会学生奨励賞、ま

たは日本農学賞候補） 
b.候補業績の著者の氏名、生年月日、所属 
c.候補業績の題名 
d.候補業績の発表年月日及び発表媒体（雑誌名等） 
e.候補業績の概要（2,000 字以内、共著の場合は共著者

名及び分担内容等の記載） 
（2）～（3）（条文省略） 
 
2）～4）（条文省略） 

2011 年 6 月 15 日改定 

2014 年 3 月 26 日改定 

 

2011 年 6 月 15 日改定 
 

補足：本変更は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 
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【報告事項4：内規の改正と制定】 

 

日本森林学会学生ポスター賞授与内規の改正について 

＜改正内容＞ 

日本森林学会表彰規則に合わせ、「学生ポスター賞」に表記を統一した。また、プログラム編成委員長と表彰担当

主事を副選考委員長に加えた。学生ポスター賞の決定を理事会がポスター賞選考委員会に委任することを明確化

した。 

 

「新旧対比表」 

新 旧 

（選考委員会）  

3. 学生ポスター賞選考委員会 (以下、「委員会」

という。 )は、選考委員長、副選考委員長及び

選考委員で組織し、選考委員長に表彰担当理

事、副選考委員長に大会担当理事及びプログ

ラム編成委員長、表彰担当主事をあてとし、選

考委員は理事会が学会理事、代議員又は会員

から選出する。委員会における審議等は、メー

ルを活用する。 

 

（選考委員会）  

3. ポスター賞選考委員会 (以下、「委員

会」という。 )は、選考委員長、副選考委

員長及び選考委員で組織し、選考委員長に

表彰担当理事、副選考委員長に大会担当理

事とし、選考委員は理事会が学会理事、代

議員又は会員から選出する。委員会におけ

る審議等は、メールを活用する。 

 

（審査委員）  

6．委員会は、グループごとに担当する選考委員

を決める。選考委員は、大会に参加する会員

の中から、各人の専門性を考慮して適切な審

査委員を推薦し、委員会で決定するとともに、

委員長が委嘱を行う。選考委員は審査委員が

審査対象とするポスターの決定を行うが、非公

開とする。審査委員 1人あたりの件数を概ね 

106～1512件とし、同一のポスターに少なくとも 

3名の審査委員が審査を行うものとする。 

 

（審査委員）  

6．委員会は、グループごとに担当する選考

委員を決める。選考委員は、大会に参加す

る会員の中から、各人の専門性を考慮して

適切な審査委員を推薦し、委員会で決定す

るとともに、委員長が委嘱を行う。選考委

員は審査委員が審査対象とするポスターの

決定を行うが、非公開とする。審査委員 1

人あたりの件数を概ね 10～15件とし、同一

のポスターに少なくとも 3名の審査委員が

審査を行うものとする。 

 

（授賞ポスターの選考）  

10. 選考委員は、審査委員全員の採点結果と

グループ全体の総合的評価に基づき、各グ

ループの授賞割り当て件数に応じて、得点順

に上位のものから授賞候補を委員会に推薦

する。  

 

（授賞ポスターの選考）  

10. 選考委員は、審査委員全員の採点結果と

グループ全体の総合的評価に基づき、各グ

ループの授賞割り当て件数に応じて、得点

順に上位のものから授賞候補を委員会に推

薦する。 

 

 

11．委員会は、選考委員の推薦に基づき、受賞

ポスターを選考し、決定する。選考結果は、学会

ウェブサイトあるいは大会期間中の会場等を利

用して公表することができる。 

 

11．委員会は、選考委員の推薦に基づき、受

賞ポスターを選考する。選考結果は、学会ウ

ェブサイトあるいは大会期間中の会場等を利

用して公表することができる。 
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14．理事会は、速やかに受賞ポスターを決定し、

の表彰を行うとともに、本人に通知する。 

 

14．理事会は、速やかに受賞ポスターを決定

し、表彰を行うとともに、本人に通知する。 

 

2011年 5月 11日制定 

2011年 6月 15日改定 

2012 年 10 月 16 日改定 

2014 年 3 月 26 日改定 

 

2011年 5月 11日制定 

2011年 6月 15日改定 

2012 年 10 月 16 日改定 

 

 

補足：本変更は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 
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【報告事項4：内規の改正と制定】 

 

日本森林学会林業遺産選定内規の制定について 

＜制定理由＞ 

100 周年記念事業として制度化した林業遺産選定事業を長期にわたり継続させるため。 

 

 

日本森林学会林業遺産選定内規 

（制定の目的） 

第 1 条 本内規は、日本森林学会定款第 4 条、第 41 条、及び第 61 条に基づき、林業遺産の選定について定める。 

（事業目的） 

第 2 条 林業遺産選定事業とは、日本各地における特徴的な森林利用・林業発展の歴史を示す対象を林業遺産と

して認定し、将来にわたって記憶・記録されるよう、対象の保護・管理・認知・普及を支援するものである。 

（対象） 

第 3 条 林業遺産の認定対象は、原則として次の分類に基づくものとする。但し、これらの分類に当てはまらないも

のでも、第 2 条の事業目的に照らして、特段に重要性が認められるものは認定の対象とみなす。 

（1）林業景観（用材林、防災林、薪炭林、特用林産物生産林等の森林の利用に関する景観） 

（2）林業発祥地（有名・独特な施業体系をもつ林業の発祥地） 

（3）林業記念地（記念植樹、旧係争地等の森林利用に関するメルクマール的意味を持つ土地） 

（4）林業跡地（施業跡地、土場・炭焼き等の利用跡地） 

（5）搬出関連（森林軌道、林道、筏場、木馬道等。現存・跡地を含む） 

（6）建造物（林業発展の歴史を示す建造物。現存・跡地を含む） 

（7）技術体系（林産物加工技術、施業計画等） 

（8）道具類（地域の林業発展を特徴づけるまとまった道具類） 

（9）資料群（林業関連のまとまった古文書、近代資料、写真、映像等） 

（公募推薦） 

第 4 条 林業遺産の認定は各年度を単位として、「林業遺産公募候補推薦調書」（以下、推薦調書）の提出による公

募推薦に基づくものとする。 

2．推薦者は日本森林学会会員（正会員、名誉会員、賛助会員、機関会員、準会員を含む）に限定する。 

3．公募は随時行い、郵送またはメールによる推薦調書の学会事務局への提出をもって候補推薦（応募）とみなす。 

4．各年度の公募締切は 12 月末日とし、それまでの推薦候補を同年度の認定対象とする。 

（推薦条件） 

第 5 条 対象の推薦にあたっては、公的機関や学協会による文化財などの指定を受けていないものを奨励する。但

し、既に上記の指定を受けたものでも、第 2 条の事業目的に照らして、特段に重要性が認められる場合は推薦・

選定の対象とする。 

2．特定の土地・施設・技術・文物にかかる対象については、その所有者・管理者より同意を得ていることを推薦の条

件とする。 

3．景観・発祥地等の広域にかかる対象については、所有者・管理者が特定できる場合はその同意、特定できない

場合は自治会・自治体・管理団体等の同意を推薦の条件とする。 

（地区推薦委員） 

第 6 条 林業遺産の候補推薦を促進する目的から、日本森林学会選挙規則第 5 条に定める代議員選挙区 6 地区

（北海道、東北、関東、中部、関西、九州）において、それぞれ地区に所在する学会員 1 名を林業遺産地区推薦

委員として指定する。 
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2．地区推薦委員の任期は 2 年とし、各地区代議員の推薦に基づき会長が指名する。 

3．地区推薦委員は、所属地区内における林業遺産候補の推薦を積極的に行うとともに、所有者・管理者及び他の

学会員等からの要望に応じて、推薦を代行する。 

（選定および選定委員会）  

第 7 条 各年度の林業遺産の選定は、林業遺産選定委員会（以下、選定委員会）が、審査及び理事会の承認に基

づいて行う。 

2．12 月末の公募締切後、1～2 月にかけて林業遺産選定委員会を開催し、推薦候補に対する審査を行い、同年度

の林業遺産を選定する。 

3．選定委員会は、選定結果を理事会に報告し、承認を得る。 

第 8 条 選定委員会は、学会員の委員 5～10 名で構成し、委員長、事務局委員を各 1 名設置する。 

1．委員長は、会長が理事の中から指名する。 

2．委員は、理事の推薦に基づいて委員長が選任し、理事会に報告して会長がこれを委嘱する。 

3．事務局委員は、随時、窓口として林業遺産に関する問い合わせ等に対応すると共に、学会事務局と連携して推

薦状況を把握し、各候補の推薦調書及び参考資料を、適時に各委員に送付して共有に努める。 

第 9 条 選定に際しては、推薦調書に基づく審査を原則とし、必要に応じて委員による現地視察、所有者・管理者

への問い合わせ等の確認作業を行う。 

2．選定委員会は、必要に応じて推薦者に追加の資料を要求することができる。また、それに伴い継続審査が必要

な場合は、次年度に審査を繰り越すことができる。 

第 10 条 選定委員会の審査に基づき選定される林業遺産は、各年度 5 件を原則的な上限とする。優良な推薦候

補が多い場合は、次年度に選定を繰り越すことができる。 

（公表）  

第 11 条 選定された各年度の林業遺産は、原則として同年度の学術大会時に会長が発表する。 

第 12 条 発表後、学会として所有者・管理者（団体）に、選定理由を明記した認定証を贈呈すると共に、学会ウェブ

サイト等で公表し、対象の保護・管理・認知・普及を支援する。 

2．認定証の準備・送付は、選定委員会が行う。 

（解除）  

第 13 条 選定委員会は、次の事項が認められた場合、審議検討を行い、理事会の承認を得た上で、選定された林

業遺産を解除することができる。 

（1）認定証を交付した所有者・管理者等からの解除の要望があった場合 

（2）選定（推薦）理由に関する虚偽・誤認等が認められた場合 

（3）選定（推薦）理由・意義を著しく喪失したとみなされた場合  

（内規の変更）  

第 14 条 この内規を変更する場合は理事会に諮って定める。 

2014 年 3 月 26 日制定 

 

 

 

 

補足：本内規の制定は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 
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【報告事項4：内規の改正と制定】 

 

日本森林学会プログラム編成委員会内規の制定について 

＜制定理由＞ 

常置委員会として設置されたプログラム編成委員会の業務を明らかにするため。 

 

日本森林学会プログラム編成委員会内規 

（任務） 

1. プログラム編成委員会（以下、委員会という。）は、学術大会運営規則第 8 条第 2 項に定める大会運営委員会の

権限を分担するものとし、同規則第 7 条で定める業務のうち、発表プログラムの編成、日本森林学会学術講演集

の刊行等の、学術大会の運営に係る一部の業務を、大会運営委員会との連携、協力の下に行う。 

（委員会の構成） 

2. 委員会に委員長 1 名、委員若干名を置く。 

3. 委員長は、会長が理事の中から指名する。 

4. 委員は、委員長が選任し、理事会に報告して会長がこれを委嘱する。 

（部門委員会） 

5. 委員会の下に、林政、風致、経営、造林、遺伝・育種、生理、生態、立地、防災、利用、動物、樹病、特用林産の

13 の部門について、それぞれ部門委員会を設ける。 

6. 部門委員会は、担当する部門について委員会の任務を分担する。 

7. 部門委員会の委員長は、委員会委員とする。 

8. 部門委員会の委員は、それぞれの部門委員会委員長が指名する。 

（開催） 

9. 委員会及び部門委員会の開催は、それぞれ委員長が行い、審議に当たってはメールの活用を図る。 

（改定） 

10. この内規の改定は、委員会の承認後、理事会の承認を経て行う。 

2014 年 3 月 26 日制定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足：本内規の制定は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 
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【報告事項4：内規の改正と制定】 

 

日本森林学会社会連携委員会内規の制定について 

＜制定理由＞ 

常置委員会として設置された社会連携委員会の業務を明らかにするため。 

 

日本森林学会社会連携委員会内規 

（任務） 

1. 社会連携委員会（以下、委員会という。）は、森林学の成果を広く社会と共有し、社会が抱える様々な課題の解決

に向けた取組を支援するための本学会の窓口となる。 

（委員会の構成） 

2. 委員会に委員長 1 名、委員若干名を置く。 

3. 委員長は、会長が理事の中から指名する。 

4. 委員は、委員長が選任し、理事会に報告して会長がこれを委嘱する。 

5. 関連学会あるいはプログラム編成委員会の各部門委員会の協力を得て、森林学の様々な専門分野を網羅する

ように委員を選任する。 

（開催） 

6. 委員会の開催は委員長が行い、審議に当たってはメールの活用を図る。 

（改定） 

7. この内規の改定は、委員会の承認後、理事会の承認を経て行う。 

2014 年 3 月 26 日制定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足：本内規の制定は、2014 年 2 月 14 日、第 447 回理事会にて承認された。 

 


